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丹波市地域づくり交付金交付要綱 

平成19年３月19日 

告示第189号 

（目的） 

第１条 この要綱は、平成28年４月１日現在の地区 （以下 「地区」という。）に

おける地域課題の解決を図り、かつ、市民の主体的な活動による持続可能な地

域づくりを推進する自治協議会に対して地域づくり交付金を交付することに

関し、丹波市補助金等交付規則 （平成16年丹波市規則第42号）に定めるものの

ほか必要な事項を定めることにより、市民の自発的かつ自立的な意思に基づ

く参画と協働及び魅力ある丹波市の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

(１) 自治協議会 丹波市自治基本条例（平成23年丹波市条例第52号。以下

「条例」という。）第12条に規定する住民自治組織をいう。 

(２) 地域コミュニティ活動推進員 意欲を持って地域づくり活動を展開で

きる人材として、自治協議会が選任する者をいう。 

(３) 拠点施設 自治協議会の事務所及び活動の場として地域づくりに使用

するため、地域コミュニティ活動推進員が日常的に執務する場所、会議がで

きる場所及びその他の設備を備え、自治協議会が維持管理及び運営を行う

施設をいう。 

(４) 地域づくり計画 条例第12条第５項に規定する地域づくり計画をいう。 

（行政との協働） 

第３条 丹波市と自治協議会は、お互いに協力して第１条に規定する目的の実

現に努めなければならない。 

２ 市長は、自治協議会が行う地域づくりの取組が効果的に行われるよう、適宜

必要な支援及び助言を行うものとする。 

３ 自治協議会は、自らの知恵と力で地域づくりを行うことを自覚し、多様な意

見の集約による地域活性化のための取組を行うものとする。 

（地域コミュニティ活動推進員の任務） 

第４条 地域コミュニティ活動推進員の任務は、次のとおりとする。 

(１) 自治協議会の行う活動全般に係る企画及び立案事務 

(２) 自治協議会の活動に関し必要な行政機関、関係団体等との連絡調整 

(３) 地域づくりに関する情報の収集及び発信並びに研修会への参加 

(４) 地域づくりに関わる人材の育成 

２ 前項各号に掲げる任務については、地域コミュニティ活動推進員は、自治協

議会の事情によりその一部を他の役員と分担することができる。 

（拠点施設の確保） 

第５条 自治協議会は、当該地区の区域内において拠点施設を確保するものと

する。 

（交付対象事業） 

第６条 市長は、次に掲げる事業等 （以下 「交付対象事業」という。）を行う自

治協議会に対し、地域づくり交付金 （以下 「交付金」という。）を交付するこ
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とができる。 

(１) 拠点施設の維持管理及び運営 

(２) 地域コミュニティ活動推進員の設置、自治協議会の運営 

(３) 自治協議会が主体的に取り組むことで地域課題の解決が図られる事業 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業については、

交付の対象としない。 

(１) 事業の効果が特定の住民、団体のみに帰属する事業 

(２) 特定の宗教活動又は政治活動を目的とする事業 

(３) その他市長が交付することが適当でないと認める事業 

（交付金の額等） 

第７条 前条第１項に規定する交付対象事業の交付金の額、交付種別、算定基準

等は、別表第１に定めるとおりとする。 

（交付申請） 

第８条 交付金の交付を受けようとする者 （以下 「申請者」という。）は、次に

掲げる事項が確認できるものを提出し、交付金の交付申請を行うものとする。 

(１) 地域づくり事業に係る計画 

(２) 地域づくり事業に係る予算の内容 

(３) その他市長が必要と認める事項 

（交付決定） 

第９条 市長は、申請者から前条の交付申請があったときは、その内容の審査及

び必要に応じて行う調査等により、交付金の交付の決定 （以下 「交付決定」と

いう。）を行うものとする。 

２ 市長は、交付決定をする場合において、当該交付金の交付の目的を達成する

ため必要があると認めるときは、条件を付すことができる。 

３ 市長は、第１項に規定する交付決定の内容を、当該申請者に通知するものと

する。 

（交付対象事業の内容の変更） 

第10条 前条第１項に規定する交付決定を受けた者（以下「交付対象者」とい

う。）は、第７条に規定する交付種別のうち特別分 （以下 「特別分」という。）

について、内容を変更しようとするときは、あらかじめ次に掲げる事項が確認

できるものを市長に提出するとともに交付金交付決定変更申請を行い、その

承認を受けなければならない。ただし、軽易な変更で市長が認めるものについ

ては、この限りでない。 

(１) 地域づくり事業に係る計画の変更内容 

(２) 地域づくり事業に係る予算の変更内容 

(３) その他市長が必要と認める事項 

２ 市長は、前項の規定により交付決定の内容を変更したときは、速やかにその

旨を当該交付対象者に通知するものとする。 

（交付金の概算払） 

第11条 市長は、必要があると認めるときは、第７条に規定する交付金 （特別分

のものに限る。）について、交付決定額を限度として概算払することができる。 

２ 交付対象者は、前項の規定による概算払を受けようとするときは、地域づく

り交付金概算払請求書を市長に提出するものとする。 
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（実績の報告） 

第12条 交付対象者は、交付対象事業が完了したときは、次に掲げる事項が確認

できるものを提出し、市長にその指定する期日までに実績報告を行うものと

する。 

(１) 地域づくり事業に係る実施内容 

(２) 地域づくり事業に係る決算の内容 

(３) その他市長が必要と認める事項 

（交付額の確定） 

第13条 市長は、特別分に係る交付金について、前条に規定する実績報告の内容

の審査及び必要に応じて行う調査等により交付すべき交付金の額を確定し、

当該交付対象者に通知するものとする。 

（交付金の請求） 

第14条 交付対象者は、第９条第３項に規定する通知 （特別分のものを除く。）

を受けたとき及び前条に規定する額の確定があったときは、地域づくり交付

金請求書により交付金の交付を請求するものとする。この場合において、第11

条の規定により概算払を受けているときは、これを差し引いて請求するもの

とする。 

２ 市長は、概算払額が確定額を超えているときは、市長が指定する日までにそ

の差額を概算払精算書により精算しなければならない。 

（交付金の積立て） 

第15条 交付対象者は、市長と協議し、承認を得て、特別分に係る交付金の一部

を積み立てることができる。 

２ 積立てを行うことができる金額は、当該年度の交付金交付決定額のうち特

別分に係るものの25パーセント以内の額とする。 

３ 積み立てた交付金は、翌年度に全て取り崩すものとする。 

（積立て申請） 

第16条 交付対象者は、交付金の積立てを行う時は、市長に積立て申請を行うも

のする。 

２ 前項の申請は、積立てを行う年度の実績報告に併せて行うものとする。 

（積立て承認） 

第17条 市長は、前条の申請内容を審査し、積立て承認 （不承認）を当該交付対

象者に通知するものとする。 

（積立金の取崩し） 

第18条 前条の承認を受けて積立てを行った交付金 （以下 「積立金」という。）

は、承認を受けた内容に係る経費に充てる場合に限り、取り崩すことができる。 

（積立金の返還等） 

第19条 第17条に規定する積立て承認の通知を受けた交付対象者は、翌年度の

実績報告に併せて、積立金の使用額を市長に報告するものとする。 

２ 積立てを行った交付対象者は、承認を受けた内容に係る経費が、積立金を下

回るときは、その差額を市長に返還するものとする。 

（交付決定の取消し及び返還） 

第20条 市長は、交付対象者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、

当該交付決定の全部又は一部を取り消し、又は既に交付した交付金の全部又
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は一部の返還を命ずるものとする。 

(１) この要綱の規定に違反したとき 

(２) 交付金を交付対象事業以外の用途に使用したとき 

(３) 交付決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき 

(４) 偽りその他不正な手段により交付金の交付を受けたとき 

２ 市長は、前項に規定する取消しの決定を行ったときは、その旨を地域づくり

交付金交付決定取消通知書により当該交付対象者に通知するものとする。 

（帳簿の備付け） 

第21条 交付対象者は、交付対象事業に係る収入及び支出の状況を明らかにし

た帳簿を備え、かつ、収入及び支出について証拠書類を整理し、交付対象事業

が完了した年度の翌年度から５年間保存しなければならない。 

（情報の提供） 

第22条 交付対象者は、提出された地域づくり事業の実施に関する内容につい

て、市民に対し自ら広く情報の提供に努めるものとする。 

（その他） 

第23条 この要綱に定めるもののほか、交付金の交付に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成19年４月１日から施行する。 

別表第１（第７条関係） 

交付種

別 

区分１ 区分２ 算定基準 交付条件等 端数調整 

通常分 基礎分 ― 2,300,000円 地域コミュニティ

活動推進員を設置

し、地域づくり計画

を策定しているこ

と。 

合計額1,000円

未満切捨て 構成比

例分 

人口 前年度の３月31日

現在の住民基本台

帳人数に１人当た

り 200円を乗じて

得た額 

拠点施

設分 （光

熱水費

分） 

基礎分 265,000円 自治協議会が維持

管理及び運営を行

い、必要な経費を負

担していること。 

面積分 ４月１日現在の管

理対象面積に１平

米当たり 700円を

乗じて得た額 

補正値 ３年間（平成30年

度から令和２年度

まで）の光熱水費

平均実績値に基づ

いて算出した額で

あって、別表第２

に定める額 

広報等

仕分 ・配

均等割 115,400円 広報等仕分 ・配布支

援を行う自治協議

合計額1,000円

未満切捨て 箇所割 ４月１日現在の配
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布 布箇所数当たり

1,200円を乗じて

得た額 

会に限る。 

部数割 ４月１日現在の配

布部数当たり10円

を乗じて得た額 

距離割 拠点施設から市が

指定する施設まで

の距離に応じ、次

により算出した額 

１キロメートル

まで 1,200円と

し、１キロメー

トルを超える場

合は、１キロメ

ー ト ル ご と に

1,200円を加算

する。ただし、１

キロメートルを

超える場合で、

１キロメートル

未満の端数は１

キロメートルと

みなす。 

特別分 ― 平成28年度から令

和７年度までの期

間で１自治協議会

当 た り 上 限

8,000,000円 

地域づくり計画に

基づく地域課題を

解決する事業 

1,000円未満切

捨て 

別表第２（第７条関係） 

自治協議会名 補正値 

新井自治協議会 12,000円 

中央地区自治振興会 142,000円 

生郷自治振興会 293,000円 

沼貫地区自治振興会 561,000円 

幸世自治振興会 237,000円 

一般財団法人神楽自治振興会 153,000円 

春日部地区自治協議会 147,000円 

大路地区自治協議会 86,000円 

小川地区自治振興会 64,000円 

ふるさと和田振興会 16,000円 

竹田地区自治振興会 85,000円 
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美和地区自治振興会 222,000円 

 


